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連 結 貸 借 対 照 表 
（平成18年３月31日現在） （単位：千円）

 
資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 6,341,050 流 動 負 債 4,594,198 

現 金 及 び 預 金 2,311,895 支払手形及び買掛金 3,512,818 

受取手形及び売掛金 2,529,029 短 期 借 入 金 81,615 

有 価 証 券 27,650 未 払 法 人 税 等 27,406 

た な 卸 資 産 618,364 賞 与 引 当 金 166,100 

未 収 法 人 税 等 32,278 そ の 他 806,258 

繰 延 税 金 資 産 104,806   

そ の 他 726,891 固 定 負 債 645,467 

貸 倒 引 当 金 △9,866 退 職給 付引 当金 584,678 

  固 定 資 産 7,017,357 役員退職慰労引当金 60,789 

有 形 固 定 資 産 5,380,548   

建 物 及 び 構 築 物 1,099,226 負 債 合 計 5,239,666 

機械装置及び運搬具 1,566,715   

工 具 器 具 備 品 1,002,591 少 数 株 主 持 分 13,062 

土 地 925,273   

建 設 仮 勘 定 786,742  資 本 の 部 

無 形 固 定 資 産 77,745 資 本 金 3,407,736 

 投資その他の資産 1,559,063 資 本 剰 余 金 3,391,368 

投 資 有 価 証 券 797,414 利 益 剰 余 金 1,645,690 

長 期 貸 付 金 176 株式等評価差額金 △7,780 

繰 延 税 金 資 産 394,370 為替換算調整勘定 △330,834 

そ の 他 377,178 自 己 株 式 △500 

貸 倒 引 当 金 △10,076 資 本 合 計 8,105,679 

資 産 合 計 13,358,407 
負債・少数株主持
分 及び 資本 合計 13,358,407 
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連 結 損 益 計 算 書 

平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで （単位：千円）

 
科 目 金 額 

営 業 収 益  15,092,103 

売 上 高 15,092,103  

営 業 費 用  14,709,941 

売 上 原 価 13,257,547  

営

業

損

益

の

部 販売費及び一般管理費 1,452,393  

営 業 利 益  382,162 

営 業 外 収 益  57,353 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 19,410  

そ の 他 営 業 外 収 益 37,943  

営 業 外 費 用  24,593 

支 払 利 息 96  

M B O 関 連 費 用 19,245  

貸 倒 損 失 4,133  

営

業

外

損

益

の

部 そ の 他 営 業 外 費 用 1,117  

経

常

損

益

の

部 

経 常 利 益  414,922 

 

特 別 利 益  243,067 

固 定 資 産 売 却 益 50,459  

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 74,264  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 101,299  

前 期 損 益 修 正 益 17,044  

特 別 損 失  138,870 

固 定 資 産 除 却 損 96,104  

退職給付制度間移行損失 36,785  

特

別

損

益

の

部 そ の 他 特 別 損 失 5,980  

  税金等調整前当期純利益  519,119 

  法人税、住民税及び事業税 42,478  

  法 人 税 等 還 付 額 177,311  

  法 人 税 等 調 整 額 71,652 △63,180 

  少 数 株 主 損 失  1,986 

  当 期 純 利 益  584,286 

(          ) 
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（連結の計算書類作成のための基本となる事項） 

 １．連結の範囲に関する事項 

  (1) 連結子会社の状況 

   ① 連結子会社の数       ４社 

   ② 主要な連結子会社の名称   テクノエイトフィリピンコーポレーション 

ビジネスネットワークテレコム株式会社 

リブ精工株式会社 

テクノ佐賀株式会社 

   （注）なお、平成17年10月31日付にてテクノ佐賀株式会社を解散し、平成18年3月 

     31日付にてリブ精工株式会社を100％子会社としております。 

  

  (2) 非連結子法人等の状況 

主要な非連結子法人等の名称  非連結子法人等はありません。 

  

 ２．持分法の適用に関する事項 

当該会社はありません。 

  

 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては同

決算日現在の計算書類を使用しております。連結決算日との間に生じた重要な取

引については必要な調整を行っております。 

  

  

（重要な会計方針等） 

 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

  (1) その他有価証券 

   ① 時価のあるもの       決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

   ② 時価のないもの       移動平均法による原価法 

  

 ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  (1) 製品及び仕掛品        総平均法による原価法 

  (2) 原  材  料        移動平均法による原価法 

  (3) 貯 蔵 品        最終仕入原価法による原価法 

  

 ３．固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産        当社及び国内連結子会社は定率法であります。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定額法によっております。

在外連結子会社は定額法によっております。な

お、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建 物 及 び 構 築 物 ７年～50年 

機械装置及び運搬具 ４年～12年 

工 具 器 具 備 品 ２年～15年 

  (2) 無形固定資産        定額法 

なお自社利用のソフトウエアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

   

４．重要な引当金の計上基準 

  (1) 貸 倒 引 当 金        債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。 
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  (2) 賞 与 引 当 金        従業員賞与の支給に備えるため、当連結会計年

度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

  (3) 退職給付引当金        従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の

従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

（追加情報） 

当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成18

年３月に適格退職年金制度について確定拠出年

金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１

号）を適用しております。本移行に伴う影響額

は、特別損失として、36,785千円計上しており

ます。 

  (4) 役員退職慰労引当金      役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく、支給打切日現在（平成14年６月27日）の

支給見込額を計上しております。なお、平成14

年６月27日を支給打切日として、支給打切日以

降の役員退職慰労金制度は廃止しております。 

  

 ５．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

    外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

    なお、在外子会社の資産及び負債、収益及び費用は決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めて計上して

おります。 

  

 ６．重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

  

 ７．消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 

  

 ８．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

    連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

  

 ９．連結調整勘定の償却に関する事項 

    連結調整勘定の償却について、当期発生分については発生時に費用処理しております。 

  

（会計方針の変更） 

 当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審査会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる当期の損益に与える影響はありません。 

 

（連結貸借対照表関係） 

 （１）有形固定資産の減価償却累計額     10,241,050千円 

  

 （２）担保に供している資産   

本社工場の建物・機械等の保険金請求権   10,051,061千円 

             受取手形                   46,615千円 
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（３）保証債務 

   当社は、オーツキ・ストラテジック・インベストメント株式会社(以下「OSI」と

いう)の債務（5,927,588千円）に対する保証契約を締結しております。 

 

（連結損益計算書関係） 

 １株当たり当期純利益          48円81銭 

 

（重要な後発事象） 

当社は、平成18年４月１日をもって、OSIと合併いたしました。 
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貸 借 対 照 表 
（平成18年３月31日現在） （単位：千円）

 
資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 5,602,688 流 動 負 債 4,306,833 
現 金 及 び 預 金 1,978,210 支 払 手 形 627,247 

受 取 手 形 17,421 買 掛 金 2,732,383 

売 掛 金 2,205,587 未 払 金 273,473 

有 価 証 券 27,650 未 払 費 用 127,761 

製 品 194,454 未 払 法 人 税 等 17,133 

原 材 料 136,509 預 り 金 28,361 

仕 掛 品 182,318 賞 与 引 当 金 166,100 

貯 蔵 品 36,700 設備関係支払手形 145,572 

前 払 費 用 8,543 設 備 関 係 未 払 金 188,801 

繰 延 税 金 資 産 104,679 固 定 負 債 636,840 

未 収 入 金 664,429 退 職 給 付 引 当 金 576,051 

未 収 法 人 税 等 32,728 役員退職慰労引当金 60,789 

未 収 消 費 税 等 10,718   

短 期 貸 付 金 2,124   

そ の 他 2,795   

貸 倒 引 当 金 △  1,733   

固 定 資 産 7,323,206   

有 形 固 定 資 産 4,760,818 負 債 合 計 4,943,674 

建 物 811,223 資 本 の 部 

構 築 物 28,708 資 本 金 3,407,736 

機 械 装 置 1,248,023 資 本 剰 余 金 3,391,368 

車 両 運 搬 具 10,364 資 本 準 備 金 3,391,368 

工 具 器 具 備 品 950,482 利 益 剰 余 金 1,191,397 

土 地  925,273 利 益 準 備 金 204,194 

建 設 仮 勘 定 786,742 任 意 積 立 金 601,000 

無 形 固 定 資 産 56,403 別 途 積 立 金 601,000 

ソ フ ト ウ エ ア 56,402 当 期 未 処 分 利 益 386,203 

投 資 そ の 他 の 資 産 2,505,984 株式等評価差額金 △   7,780 

投 資 有 価 証 券 797,414 自 己 株 式 △    500 

子 会 社 株 式 1,068,588   

長 期 貸 付 金 176   

破 産 更 生 債 権 791   

長 期 前 払 費 用 59,529   

繰 延 税 金 資 産 391,265   

保 険 積 立 金 134,626   

そ の 他 63,190   

 貸 倒 引 当 金 △ 9,598 資 本 合 計 7,982,220 

資 産 合 計 12,925,894 負債・資本合計 12,925,894 

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで （単位：千円）

 
科 目 金 額 

営 業 収 益  13,718,770 

売 上 高 13,718,770  

営 業 費 用  13,570,800 

売 上 原 価 12,304,397  

営
業

損

益
の

部 販売費及び一般管理費 1,266,402  

営 業 利 益  147,969 

営 業 外 収 益  192,446 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 124,463  

そ の 他 営 業 外 収 益 67,982  

営 業 外 費 用  19,727 

支 払 利 息 96  

M B O 関 連 費 用 19,245  

営

業

外

損

益

の

部 そ の 他 営 業 外 費 用 384  

経

常

損

益

の

部 

経 常 利 益  320,688 

 

特 別 利 益  113,211 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 101,299  

そ の 他 特 別 利 益 11,911  

特 別 損 失  180,715 

固 定 資 産 除 却 損 83,368  

退職給付制度間移行損失 36,785  

 子 会 社 清 算 損 59,964  

特

別

損

益

の

部  そ の 他 特 別 損 失 596  

  税 引 前 当 期 純 利 益  253,183 

 

 

法人税、住民税及び事業税 25,981  

法 人 税 等 調 整 額 68,887 94,868 

当 期 純 利 益  158,314 

 前 期 繰 越 利 益  320,549 

自 己 株 式 消 却 額  32,726 

中 間 配 当 額  59,934 

当 期 未 処 分 利 益  386,203 

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

(          ) 
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（重要な会計方針） 

 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

  (1) 子会社株式          移動平均法による原価法 

  (2) その他有価証券 

   ① 時価のあるもの       期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しております。） 

   ② 時価のないもの       移動平均法による原価法 

 ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  (1) 製品及び仕掛品        総平均法による原価法 

  (2) 原材料            移動平均法による原価法 

  (3) 貯蔵品            最終仕入原価法による原価法 

 ３．固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産         定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物付属設備は除く）については定額法なお、

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建  物     31年～50年 

機械装置        12年 

工具器具備品   ２年～15年 

  (2) 無形固定資産         定額法 

自社利用のソフトウエア ５年 

 ４．引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金          債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  (2) 賞与引当金          従業員賞与の支給に備えるため、当期に負担す

べき支給見込額を計上しております。 

  (3) 退職給付引当金        従業員の退職給付に備えるため当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

数理計算上の差異は、各期の発生時の従業員の

平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌

期から費用処理しております。 

（追加情報） 

当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成18

年３月に適格退職年金制度について確定拠出年

金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１

号）を適用しております。本移行に伴う影響額

は、特別損失として、36,785千円計上しており

ます。 

  (4) 役員退職慰労引当金      役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく支給打切日現在（平成14年６月27日）

の支給見込額を計上しております。この引当

金は、商法施行規則第43条に規定する引当金

であります。なお、平成14年６月27日を支給

打切日として、支給打切日以降の役員退職慰

労金制度は廃止しております。 
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 ５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

 ６．消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

  

（会計方針の変更） 

 当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる当期の損益に与える影響はありません。 

  

（貸借対照表関係） 

１．支配株主に対する金銭債権債務 

   該当ありません。 

 

２．子会社に対する短期金銭債権 10,753千円 

子会社に対する短期金銭債務 37,484千円 

 

３．有形固定資産の減価償却累計額 9,848,339千円 

 

４．貸借対照表に計上した固定資産のほか、プレス機械、コージェネレーションシステ

ム、コピー機、事業用車両等については、リース契約により使用しております。 

       

５．担保に供している資産 

本社工場の建物・機械等の保険金請求権          10,051,061千円 

     子会社株式（テクノエイトフィリピンコーポレーション株式） 2,474,845株 

                                  894,823千円 

６．保証債務 

   当社は、OSIの債務（5,927,588千円）に対する保証契約を締結しております。 

  

（損益計算書関係） 

１．支配株主との取引高 

  該当事項はありません。 

 

２．子会社との取引高   営業取引       売 上 高 57,804千円 

仕 入 高 179,666千円 

そ の 他 3,540千円 

営業取引以外の取引高 163,786千円 

 

３．１株当たり当期純利益 13円22銭 

 

（重要な後発事象） 

当社は、平成18年４月１日をもって、OSIと合併いたしました。 


